
　

　　

情 報 公 開 ・ 個 人
情   報   保   護   室

国  際  業  務  室 租 税 検 査 第 ２ 課 防 衛 検 査 第 ２ 課

会　　　　計　　　　課 防 衛 検 査 第 ３ 課
技  術  参  事  官 （3）

公会計監査連携室

法　　　　規　　　　課

特　 別 　検 　査 　課

上　 席 　調 　査 　官
（ 道  路  担  当 ）

農林水産検査第４課
上　 席 　調 　査 　官
（特 別 検 査 担 当）資 料 情 報 管 理 室

企  画  調  整  室

租 税 検 査 第 １ 課 防 衛 検 査 第 １ 課 環　 境 　検 　査 　課 農林水産検査第３課

人　　　　事　　　　課 外   務   検   査   課
上　 席 　調 　査 　官
（医 療 機 関 担 当）

国土交通検査第５課 農林水産検査第２課研　 　 修　　  室
（安 中 研 修 所）

調　　　　査　　　　課

厚生労働検査第３課 国土交通検査第３課
上　 席 　調 　査 　官
（文 部 科 学 担 当）

経済産業検査第１課
上席情報ｼｽﾃﾑ調査官

総   務   検   査   課 厚生労働検査第４課 国土交通検査第４課 農林水産検査第１課 経済産業検査第２課
能   力   開   発   官

上　 席 　調 　査 　官
（融 資 機 関 担 当）

情 報 通 信 検 査 課

総　　　　　務　　　　　課 財 務 検 査 第 ２ 課 厚生労働検査第２課 国土交通検査第２課 文部科学検査第２課
上　 席 　調 　査 　官

（情報通信・郵政担当）厚   生   管   理   官

渉  外  広  報  室 司   法   検   査   課

審　　議　　官 　（13）
会   計   検   査   院
情報公開・個人情報
保護審査会事務室

財 務 検 査 第 １ 課 厚生労働検査第１課 国土交通検査第１課 文部科学検査第１課

局　　　　　　　　　　長

サイバーセキュリティ・
情  報  化  審  議  官

上 席 企 画 調 査 官 監　　　　理　　　　官 監　　　　理　　　　官 監　　　　理　　　　官 監　　　　理　　　　官 監　　　　理　　　　官

総　 括 　審 　議 　官 上 席 検 定 調 査 官 局　　　　　　　　　　長 局　　　　　　　　　　長 局　　　　　　　　　　長 局　　　　　　　　　　長

第５局

 平成29年４月組織改編に伴うパンフレット「平成29年版会計検査院」の変更について

 ①４頁及び５頁の図(抜粋)

  　　（平成29年4月現在）

会計検査院

事  務  総  長
事務総局 会計検査院情報公開・個人情報保護審査会

事務総局次長

官　　房 第１局 第２局 第３局 第４局



②６頁の表

（平成29年４月現在）

局 検　　査　　課

 財務検査第１課

決算、債権、物品の検査の総括
国会、内閣、内閣府(他の課の所掌に属する分を除く。)、宮内庁、
金融庁、財務省(他の課の所掌に属する分を除く。)、日本銀行、預
金保険機構
国の会計経理に関する検査として行う財政状況に関する検査のうち
横断的な処理を要するものとして事務総長から特に命ぜられた事項

 財務検査第２課
国有財産の検査の総括
人事院、公正取引委員会、消費者庁、(独)造幣局、(独)国立印刷
局、日本たばこ産業(株)

 司法検査課
裁判所、会計検査院、国家公安委員会、法務省、公安調査庁、日本
司法支援センター

 総務検査課
内閣府地方創生推進事務局、復興庁、総務省(他の課の所掌に属す
る分を除く。)、消防庁

 外務検査課 外務省、(独)国際協力機構、(独)国際交流基金

 租税検査第１・２課 財務省主税局、関税局、国税庁、税関

 厚生労働検査第１・２・３・４課
 上席調査官（医療機関担当）

内閣府子ども・子育て本部、厚生労働省、日本年金機構、(独)福祉
医療機構、(独)国立病院機構、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機
構、年金積立金管理運用独立行政法人

 防衛検査第１・２・３課 防衛省、防衛装備庁、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊

 国土交通検査第1・2・3・4・5課
 上席調査官（道路担当）

国土交通省、観光庁、気象庁、海上保安庁、(独)都市再生機構、
(独)水資源機構、(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構、成田・新
関西各国際空港(株)、東京地下鉄(株)、東日本・中日本・西日本・
本州四国連絡各高速道路(株)

 環境検査課 環境省、(独)環境再生保全機構、中間貯蔵・環境安全事業(株)

 文部科学検査第１・２課
 上席調査官（文部科学担当）

文部科学省、スポーツ庁、文化庁、日本私立学校振興・共済事業
団、(国研)科学技術振興機構、(独)日本スポーツ振興センター、
(独)日本学生支援機構、(国研)理化学研究所、(国研)宇宙航空研究
開発機構、(国研)日本原子力研究開発機構、国立大学法人

 農林水産検査第１・２・３・４課
農林水産省、林野庁、水産庁、日本中央競馬会、(独)農畜産業振興
機構、(国研)農業・食品産業技術総合研究機構、(国研)森林研究・
整備機構

 情報通信検査課

総務省情報通信国際戦略局、情報流通行政局、総合通信基盤局、
(国研)情報通信研究機構
情報通信に係る経理に関する検査のうち事務総長から特に命ぜられ
た事項

 上席調査官（情報通信・郵政担当）
日本郵政株式会社、(独)郵便貯金・簡易生命保険管理機構、日本放
送協会、日本電信電話株式会社

 経済産業検査第１・２課

経済産業省、資源エネルギー庁、特許庁、中小企業庁、(国研)産業
技術総合研究所、(独)日本貿易振興機構、(国研)新エネルギー・産
業技術総合開発機構、(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構、原子
力損害賠償・廃炉等支援機構

 上席調査官（融資機関担当）
沖縄振興開発金融公庫、(株)日本政策金融公庫、(独)住宅金融支援
機構、(株)日本政策投資銀行

 特別検査課
 上席調査官（特別検査担当）

国会法に基づく国会からの検査要請事項
事務総長から特に命ぜられた事項

※(国研)は国立研究開発法人を示す。

第
　
５
　
局

主な担当府省・団体等

第
　
１
　
局

第
２
局

第
３
局

第
４
局



平成２９年４月現在の検査の対象について

①１０頁及び１１頁の図

国の毎月の収入支出

日本私立学校振興･共済事業団 日 本 銀 行 日 本 中 央 競 馬 会 預 金 保 険 機 構

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社 中間貯蔵･環境安全事業株式会社 成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 本州四国連絡高速道路株式会社 日 本 郵 政 株 式 会 社

日 本 司 法 支 援 セ ン タ ー 全 国 健 康 保 険 協 会 株式会社日本政策投資銀行 輸出入･港湾関連情報処理センター株式会社

株 式 会 社 産 業 革 新 機 構 日 本 年 金 機 構 原子力損害賠償･廃炉等支援機構 農水産業協同組合貯金保険機構

新 関 西 国 際 空 港 株 式 会 社 株式会社農林漁業成長産業化支援機構 株式会社民間資金等活用事業推進機構 株式会社海外需要開拓支援機構

株式会社海外交通･都市開発事業支援機構 横浜川崎国際港湾株式会社 外 国 人 技 能 実 習 機 構 株式会社海外通信･放送･郵便事業支援機構

株 式 会 社 日 本 貿 易 保 険

以上ほか、清算中のものなどが７団体

そ

の

他

36

日本銀行が国のために取り

扱う現金・貴金属・有価証

券の受払

日本放送協会

(平成29年4月現在)

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 株式会社日本政策金融公庫 独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門
（注１）

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行

該当法人

１

会計検査院が必ず

検査しなければな

らないもの

(必要的検査対象)

国の債権の得喪、国債その

他の債務の増減

国会、裁判

所、内閣、

内閣府ほか

11省等

該当法人

212

会計検査院が必要

と認めたときに検

査することができ

るもの

(選択的検査対象)

１３ページ参照

３ページ 国の機構図参照

国立大学法人等

90

独立行政法人

83

１２ページ参照

政府関係機関４

国の所有する現金及び物品

並びに国有財産の受払

検査の

対象

法律により特に会計検査院

の検査に付するものと定め

られた会計

国が資本金の２分の１以上

を出資している法人の会計



②１２頁及び１３頁の図

国 立 公 文 書 館 酒 類 総 合 研 究 所 国立特別支援教育総合研究所 大 学 入 試 セ ン タ ー
国立青少年教育振興機構 国 立 女 性 教 育 会 館 国 立 科 学 博 物 館 国 立 美 術 館
国 立 文 化 財 機 構 農林水産消費安全技術センター 家 畜 改 良 セ ン タ ー 製品評価技術基盤機構
海 技 教 育 機 構 航 空 大 学 校 教 職 員 支 援 機 構 駐留軍等労働者労務管理機構

自動車技術総合機構 造 幣 局 国 立 印 刷 局 国 民 生 活 セ ン タ ー
農 畜 産 業 振 興 機 構 農 林 漁 業 信 用 基 金 北方領土問題対策協会 国 際 協 力 機 構 (注1)

国 際 交 流 基 金 日 本 学 術 振 興 会 日本スポーツ振興センター 日本芸術文化振興会
高齢・障害・求職者雇用支援機構 福 祉 医 療 機 構 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 労働政策研究・研修機構
日 本 貿 易 振 興 機 構 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 国 際 観 光 振 興 機 構 水 資 源 機 構
自動車事故対策機構 空 港 周 辺 整 備 機 構 情 報 処 理 推 進 機 構 石油天然ガス・金属鉱物資源機構

労働者健康安全機構 国 立 病 院 機 構 医薬品医療機器総合機構 環 境 再 生 保 全 機 構
日 本 学 生 支 援 機 構 国立高等専門学校機構 大学改革支援・学位授与機構 中小企業基盤整備機構
都 市 再 生 機 構 奄美群島振興開発基金 日本高速道路保有・債務返済機構 地域医療機能推進機構
年金積立金管理運用独立行政法人 住 宅 金 融 支 援 機 構 郵便貯金・簡易生命保険管理機構 勤労者退職金共済機構

情 報 通 信 研 究 機 構 物質・材料研究機構 防災科学技術研究所 量子科学技術研究開発機構
農業・食品産業技術総合研究機構 国際農林水産業研究センター 森林研究・整備機構 水産研究・教育機構
産業技術総合研究所 土 木 研 究 所 建 築 研 究 所 海上・港湾・航空技術研究所

国 立 環 境 研 究 所 新エネルギー・産業技術総合開発機構 科 学 技 術 振 興 機 構 理 化 学 研 究 所
宇宙航空研究開発機構 海 洋 研 究 開 発 機 構 医薬基盤・健康・栄養研究所 日本原子力研究開発機構
国立がん研究センター 国立循環器病研究センター 国立精神・神経医療研究センター 国立国際医療研究センター
国立成育医療研究センター 国立長寿医療研究センター 日本医療研究開発機構

北 海 道 大 学 北 海 道 教 育 大 学 室 蘭 工 業 大 学 小 樽 商 科 大 学
帯 広 畜 産 大 学 旭 川 医 科 大 学 北 見 工 業 大 学 弘 前 大 学
岩 手 大 学 東 北 大 学 宮 城 教 育 大 学 秋 田 大 学
山 形 大 学 福 島 大 学 茨 城 大 学 筑 波 大 学
宇 都 宮 大 学 群 馬 大 学 埼 玉 大 学 千 葉 大 学
東 京 大 学 東 京 医 科 歯 科 大 学 東 京 外 国 語 大 学 東 京 学 芸 大 学
東 京 農 工 大 学 東 京 芸 術 大 学 東 京 工 業 大 学 東 京 海 洋 大 学
お 茶 の 水 女 子 大 学 電 気 通 信 大 学 一 橋 大 学 横 浜 国 立 大 学
新 潟 大 学 長 岡 技 術 科 学 大 学 上 越 教 育 大 学 金 沢 大 学
福 井 大 学 山 梨 大 学 信 州 大 学 岐 阜 大 学
静 岡 大 学 浜 松 医 科 大 学 名 古 屋 大 学 愛 知 教 育 大 学
名 古 屋 工 業 大 学 豊 橋 技 術 科 学 大 学 三 重 大 学 滋 賀 大 学
滋 賀 医 科 大 学 京 都 大 学 京 都 教 育 大 学 京 都 工 芸 繊 維 大 学
大 阪 大 学 大 阪 教 育 大 学 兵 庫 教 育 大 学 神 戸 大 学
奈 良 教 育 大 学 奈 良 女 子 大 学 和 歌 山 大 学 鳥 取 大 学
島 根 大 学 岡 山 大 学 広 島 大 学 山 口 大 学
徳 島 大 学 鳴 門 教 育 大 学 香 川 大 学 愛 媛 大 学
高 知 大 学 福 岡 教 育 大 学 九 州 大 学 九 州 工 業 大 学
佐 賀 大 学 長 崎 大 学 熊 本 大 学 大 分 大 学
宮 崎 大 学 鹿 児 島 大 学 鹿 屋 体 育 大 学 琉 球 大 学
総合研究大学院大学 政策研究大学院大学 北陸先端科学技術大学院大学 奈良先端科学技術大学院大学

筑 波 技 術 大 学 富 山 大 学

人 間 文 化 研 究 機 構 自 然 科 学 研 究 機 構 高エネルギー加速器研究機構 情報・システム研究機構

独

立

行

政

法

人

83

国

立

大

学

法

人

等

90

独 立 行 政 法 人

国立研究開発法人

大学共同利用機関法人

国 立 大 学 法 人

（注１）「国が資本金の２分の１以上を出資している法人の会計」の総数においては、「独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門」を

「独立行政法人国際協力機構」に含めている。

（注２）この４法人は「国が直接又は間接に補助金などを交付し又は貸付金などの財政援助を与えているものの会計」の継続指定団体に

も含まれている。

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社
日 本 電 信 電 話 株 式 会 社
首 都 高 速 道 路 株 式 会 社
阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社
日本アルコール産業株式会社

(注２)

株式会社商工組合中央金庫
日 本 た ば こ 産 業 株 式 会 社
阪 神 国 際 港 湾 株 式 会 社

北 海 道 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
四 国 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
日 本 貨 物 鉄 道 株 式 会 社
東 京 湾 横 断 道 路 株 式 会 社
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社
西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社
日 本 郵 便 株 式 会 社
株 式 会 社 ゆ う ち ょ 銀 行
株 式 会 社 か ん ぽ 生 命 保 険
株 式 会 社 整 理 回 収 機 構
株式会社地域経済活性化支援機構
株式会社東日本大震災事業者再生支援機構

関西国際空港土地保有株式会社
(注２)

東京電力ホールディングス株式会社

国が資本金の一

部（２分の１未

満）を出資して

いるものの会計

(注２)

一般財団法人民間都市開発推進機構
(注２)

独立行政法人農業者年金基金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

市 区 町 村1,444

農業 協同組合等
各 種 法 人2,388

その他1,275

都 道 府 県47

国家公 務員共済
組 合 連 合 会
ほか13

国が直接又は間

接に補助金など

を交付し又は貸

付金などの財政

援助を与えてい

るものの会計

国以外のものが

国のために取り

扱う現金・物品・

有価証券の受払

国が資本金を出

資したものが更

に出資している

ものの会計

国が借入金の元

金や利子の支払

を保証している

ものの会計

国又は国の２分

の１以上出資法

人の工事その他

の役務の請負人

若しくは業務等

の受託者又は物

品の納入者のそ

の契約に関する

会計

継 続 指 定

8 法 人

継 続 指 定

15法人

年 度 限 定

指 定

5,107団体
(28年次

実績)

継 続 指 定

6 1 団 体

56団体
(28年次

実績)

会計検査院が必

要と認めたとき

に検査すること

ができるもの
(選択的検査対象)

継 続 指 定

３法人

国の所有又は保

管する有価証券、

国の保管する現

金及び物品
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